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        In the previous paper, the authors proposed a new type of magnetic damper using a lever-type 
displacement magnifying mechanism and rare-earth magnets. In this paper, a viscoelastic-friction 
damper and a viscoelastic damper using the lever-type displacement magnifying mechanism and 
viscoelastic material are proposed in order to obtain a passive damper which gives damping and 
stiffness within a relative displacement in the region of about 0.1~20 mm. Denoting the magnifying 
ratio by λ, the damping force and the spring force of the viscoelastic material are increased λ2 times 
and the friction force is increased λ times by the magnifying mechanism. The trial dampers were 
made and the resisting force characteristics were measured. To describe the mathematical properties 
of the viscoelastic material, a four-element viscoelastic model was used, and the parameters of the 
model were identified using the experimental results. The frequency responses and the seismic 
responses of a three-dimensional piping system supported by each damper were measured using an 
electrohydraulic type shaking table. The experimental results are compared with the calculated 
results obtained by the finite element method (ANSYS), and the effects of vibration suppression of 
the dampers are discussed. 
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1 .  はじめに  

建物の高層化あるいは機器装置の高精度化に伴い，

大振幅振動から微振動に至るまでの様々な大きさの振

動を抑制するために各種ダンパが開発されている．こ

れらの中で比較的微小な振動をパッシブ制振技術で抑

制するためには，変位や減衰力の拡大機構が必要とな

る場合がある．著者らは以前に 0.1 mm から 10 mm 程

度までの振幅をもつ振動を対象として，二段てこ式変

位拡大機構と希土類磁石を用いたパッシブ型磁気ダン

パを開発した(1)．この磁気ダンパは，拡大機構の拡大

率の二乗に比例して減衰力を大きくすることができる．

一方，高い減衰性能をもつ粘弾性材料として，近年シ

リコンゲル，高減衰ゴム，アクリル系粘弾性材を初め

各種粘弾性材料が開発され，ダンパにも応用されてい

る(2)~(10)．また笠井らは，小振幅時では粘弾性体の粘性

と弾性を利用し，大振幅時では弾塑性体の塑性変形

（または摩擦）を利用する粘弾性－弾塑性体直列結合

ダンパを開発した(11)(12)．これにより，広い振幅範囲を

対象としたダンパにも粘弾性材料を適用できるように

なった． 

本研究では，0.1 mm から数 10 mm 程度までの振幅

範囲の振動を対象として，笠井らのアイディアと二段

てこ式変位拡大機構を組合せた粘弾性－摩擦複合ダン

パを提案する．このダンパは二段てこ式変位拡大機構

の先端に粘弾性材－摩擦直列結合体を取付けることに

より，小さな振動時には粘弾性材の粘性・弾性力を拡

大し，大きな振動時には摩擦力を拡大して大きな抵抗

力を得ようとするものである．アクリル系粘弾性材料

を用いて粘弾性－摩擦複合ダンパ（以下複合ダンパと

略す）を試作し，その抵抗力特性を解析と実験によっ

て調べる．また比較の目的で，複合ダンパの摩擦部

（スライド部）を固定した粘弾性材の変形のみを利用

するダンパ（粘弾性ダンパ）も試作して，その抵抗力

特性を調べる．次に，これら二種類のダンパを三次元

配管モデルに取付けて周波数応答実験と解析および地
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式(4)において，θ1は次式の関係から求まる． 震応答実験と解析を行い，両ダンパの制振効果を確か

める．なお，清水らは粘弾性材の分数階微分による振

動解析(13)(14)を行っているが，本論文では粘弾性材を線

形四要素モデルに置き換えて振動解析を行う． 

･････････････(5) 2
1
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また，x は微小と考え，てこ比を用いて拡大率を表す
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=λ2. 粘弾性－摩擦複合ダンパおよび粘弾性ダンパ

の構造と変位拡大率 
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式(1) ~ (5)を用いて，表 1 に示すようなてこ比をもつ拡

大機構の x と xrの関係を計算すると，図 3 の実線のよ

うになる．図 3 からわかるように，x = ±3 mm 程度ま

では x と xrの関係はほぼ直線的となり，拡大率は約 λ 

＝ 8.8 となる［式(6)から求めた拡大率は λ = 9 となる］．

従って拡大された変位 xr，速度 vrは次式のように表さ

れる． 

ピン支持てこ式変位拡大機構を用いた粘弾性－摩擦

複合ダンパの構造を図 1 に示す．本ダンパは，両端の

ロッドエンド，ロードコラム，ピン支持された二段て

こ式変位拡大機構，プッシュロッド，直動玉軸受，基

礎板，粘弾性材，ブレーキシューおよび摩擦板から構

成されている．図 1 で，ブレーキシューと摩擦板の間

を固定すれば粘弾性ダンパとなる． ･･･････････････････････(7) vvxx rr λ=λ= ,

ここで，v はダンパ下端の入力速度を表す． 両端のロッドエンド間に相対変位 x を与えると，拡

大機構によって基礎板の変位が拡大される．この拡大

された変位 xrは，図 2 の幾何学的な関係から，次式で

与えられる． 

最初に，複合ダンパの粘弾性材の抵抗力が摩擦力よ

りも小さい範囲を考える．この範囲では，複合ダンパ

は粘弾性ダンパとしての特性をもつことになる．ダン

パの両端のロットエンド間に相対変位 x を与えると，

基礎板に貼付けた粘弾性材がせん断変形することによ

って，拡大された変位，速度に比例した抵抗力が生じ

る．この抵抗力 F は一般的に周波数依存性の他に，振

･････････････････(1) )cos1(sin)( 54 θ−−θ+= gdcxr
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上式を xpについて解くと 
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ただし 
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Fig. 3  Calculated results for magnifying displacement
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Fig. 2  Analytical model of the magnifying mechanism
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Fig.1  Conceptual sketch of the compound damper 
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幅依存性および温度依存性をもつが，本研究において

は振動対象を地震時の振動および 20 Hz 程度までの周

波数範囲の振動に限ることにし，温度依存性は考慮し

ない．ここで粘弾性材の動的特性を図 4(a)に示すよう

な Maxwell モデルと Voigt モデルを並列に並べたモデ

ルで近似すると，このモデルの等価ばね定数 keqと等

価粘性減衰係数 ceqは次式で与えられる． 

 

････････････････(8) 

 

ここで，γ1，γ2はばね要素 1，2 の剛性率，η1，η2はダ

ッシュポット 1，2 の粘性率，τ2 = η2/γ2はダッシュポッ

ト 2 の応力緩和時間を表し，S，  は粘弾性体の断面積

と厚さを表す．この場合のダンパの全抵抗力 F は次式

で与えられる． 

l

･････････････････････(9) 

次に，粘弾性材の抵抗力が摩擦力に等しくなり，摩擦

部が相対運動を行う場合を考えると，ダンパの抵抗力

は次式のようになる． 

････････････････････････････(10) 

ここで，f0は摩擦部のクーロン摩擦力を示す．また，

摩擦部を固定した粘弾性ダンパの抵抗力は，全ての振

幅・振動数において式(9)で与えられる．式(9)(10)から

わかるように，等価ばね力および等価減衰力は λ2に，

摩擦力はλに比例するので，λを大きくするほど抵抗力

が大きくなる． 

3 .  抵抗力特性  

3･1 試作したダンパの構造  試作した複合ダン

パの構造を図 5 に示し，その諸元を表 1 に示す．粘弾

性材は，長さ 20 mm×幅 20 mm×厚さ 10 mm のアクリ

ル系粘弾性材（3M ISD112）であり，一方を基礎板に

貼付け，他方をカーボン製ブレーキシューに貼付けた．

ブレーキシューと容器側壁のステンレス板が相対変位

することにより滑らかなクーロン摩擦力が得られる．

また，この複合ダンパのブレーキシューを容器側壁に

固定して，粘弾性材の変形のみを利用する粘弾性ダン

パを試作した．粘弾性ダンパには，５枚の粘弾性材を

積層にして用いた．その際各層の粘弾性材がせん断方

向にのみ変形するように，各粘弾性材をガイドプレー

ト（溝に沿って上下に移動する板）で挟んで積層にし

てある．  
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eq 3･2 粘弾性ダンパの抵抗力測定  最初に，粘弾

性ダンパの抵抗力特性を調べた．図 6 に示すように，

粘弾性ダンパの一端を振動台に，他端をロードセルを

介して固定壁に取付け，振幅を４種類（0.5, 1.0, 2.0, 3.0 

mm）に変化させた場合について，振動台に周波数 1 ~ 

4 Hz の正弦波状変位を与えて変位と抵抗力の履歴曲線

を求めた．振動台の変位の測定にはインダクタンス型

変位計を用いた． 

粘弾性ダンパの抵抗力実験結果を計算結果と併せて

図 7 に示す．図 7 の実験結果と式(8)を用いて試行錯誤

により四要素モデルのパラメータを同定すると，表 2

のようになる．表 2 の値は，まず粘弾性体を Voigt モ

デルで近似して抵抗力の履歴曲線よりγ1，η1の初期値

xcxkF eqeq &22 λ+λ=

0fF λ=

 f0 

γ1 
η2 

γ2 
η1 γ1 

η2 

γ2 

(b) Compound damper(a) VEM damper 

Fig.4  Equivalent models of the dampers 
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Fig.5  Construction of the compound damper 
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able 1  Physical condition of the trail damper 
 

Length a, b 20, 40 mm 
r Length c, d 20, 40 mm 

Length e, f 30, 50 mm 
Length g 30 mm 
Material  3M ISD112 
Length  20 mm 

 Width  20 mm 
Thickness  10 mm 
Number    1 layer (Compound damper)
    5 layers (VEM damper) 
ion Force f0 2.1, 12.5 N 
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を求め，γ2，η2はそれぞれγ1，η1と数分の一から数倍

の値であると仮定して，これら四つのパラメータを少

しずつ変えて同定した値である．これらの同定された

値は，拡大された変位と速度の元で同定されている．

また，実験から得られた貯蔵せん断弾性係数 G'および

損失せん断弾性係数 G''を r = 1/2 の分数階微分 Voigt モ

デルを用いて求めた値と併せて図 8 に示す．ここで，

G'，G''と keq，ceqの間には次の関係がある． 

･･･････････････(11) 

図 8 より，0.5 ~ 10 Hz 程度までは四要素モデルおよび

分数階微分 Voigt モデルによる計算値と実験値はかな

り一致しており，図 4 に示した四要素モデルで近似で

きることがわかる． 

3･3 複合ダンパの抵抗力測定  次に，粘弾性ダ

ンパの場合と同様にして，試作した粘弾性－摩擦複合

ダンパの抵抗力を測定した．実験結果を計算結果と併

せて図 9 に示す．図 9 から，複合ダンパは完全弾塑性

型の弾塑性ダンパ的な抵抗力特性を示すことがわかる． 

4. ダンパで支持された三次元配管モデルの  

振動実験と解析 

4･1 運動方程式  プラント用配管を想定した三
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able 2  Parameters of the 4-element model 
 

γ1 1.265×105 N/m2 
tiffness rate 

γ2 0.493×105 N/m2 

η1 2.466×103 Ns/m2

amping rate 3 2
η2 5.261×10  Ns/m

ent               Calculation
 mm            2 mm           3 mm                3 mm 

1.0 Hz        2.0 Hz 

(a) In the case of  f0 = 2.1 N 

1.0 Hz        2.0 Hz 

Displacement [mm]isplacement [mm]

(b) In the case of  f0 = 12.5 N 

Fig.9  Resisting force characteristics of 
the compound damper 
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次元配管モデルの屈曲部に本複合ダンパおよび粘弾性

ダンパが取付けられている場合について，床に上下方

向の正弦波状変位または実地震波が作用したときの配

管の周波数応答解析および地震応答解析を行った．解

析モデルを図 10 に示す．配管を n 個の微小長さ要素に

分割し，配管屈曲部の位置を i 番目とすると，床が上

下方向に絶対加速度 を受けたときの運動方程式は次

式で示される． 

&

･･････(12) 

ここで，[M]は質量マトリックス，[A]は影響係数マト

リックス，{u}(={y}－{z})は配管の相対変位ベクトル，

{  }は入力加速度ベクトル，{F}は抵抗力ベクトルを表

し，それぞれ次式で与えられる． 

z&

 

 

 

 

･･･(13) 

 

 

 

 

ここで，fiはダンパの抵抗力を表し，式(8)，(9)，(10)

で与えられる．また mdはダンパ可動部の等価質量を

表す．数値計算に際しては，配管を 225 個の微小長さ

要素に分割し，配管屈曲部に図 4 の四要素モデルが取

付けられているものとして計算を行った．計算値は，

有限要素法プログラム(ANSYS)を用い，ニュートンラ

プソン法による非線形時刻歴応答解析により求めた． 

4･2 周波数応答実験  試作した二種類のダンパ

（複合ダンパ，粘弾性ダンパ）を長さ 1.5 m×1.5 m，

高さ 1.5 m，直径 41.3 mm，肉厚 1.5 mmの三次元配管

モデルの屈曲部に取付け，電気油圧式振動台により配

管基礎部に 0 ~ 10 Hz の正弦波状上下変位を与えて配管

屈曲部の相対変位を測定した．実験に用いた三次元配

管モデルの諸元を表 3 に示す．配管の内部減衰比 γ は，

配管屈曲部を上下方向にインパルス加振して，一次の

固有振動モードの応答波形より求めた実験値である．

配管屈曲部の相対変位（たわみ）はインダクタンス型

変位計で測定し，A/D変換してパソコンに取込んだ． 

実験結果を計算結果と比べて図 11 に示す．図 11 よ

りわかるように，一次共振点における配管屈曲部のた

わみはダンパなしの場合に比べて，複合ダンパ( f0 = 

2.1 N)取付時で 1/6 程度，粘弾性ダンパを取付けた場合

は 1/4 程度に低減する． 

4･3 実地震波応答実験  本複合ダンパおよび粘

弾性ダンパの配管用耐震装置としての有効性を確かめ

るために，二種類のダンパを三次元配管モデルの屈曲

部に取付け，地震応答実験と解析を行った． 

実験に用いた地震波は最大加速度 3 m/s2に基準化し

た Imperial Valley 地震 (1940) El Centro NS成分と 2 m/s2

に基準化した日本海中部地震 (1983) 秋田港 NS成分で

ある．これらの波形を電気油圧式振動台の上下方向に

入力し，配管屈曲部の相対変位と絶対加速度を測定し

た．加速度の測定にはサーボ型加速度計を用いた． 

z&
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配管屈曲部の最大変位 umと最大加速度    mの実験結

果および計算結果を表 4 に示し，相対変位応答波形の
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able 3  Experimental condition of 
the three-dimensional piping 

 
ial  C1100BE 
h of straight parts L 1.5 m 
e diameter d 41.3 mm 
hickness w 1.5 mm 
’s modulus E 110 GPa 

ty µ 8500 kg/m3
al damping ratio γ 0.003 

Experiment 
Without the damper 
With the compound damper ( f0 = 2.1N)
With the compound damper ( f0 = 12.5N)
With the VEM damper 

Calculation 
Without the damper 
With the compound damper ( f0 = 2.1N)
With the compound damper ( f0 = 12.5N)
With the VEM damper 

Frequency [Hz] 

requency responses at the corner of the pipe
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5 .  まとめ  実験結果および計算結果を図 12(a)，(b)に示す．また，

地震応答時におけるダンパ抵抗力の履歴曲線の計算値

例を図 13 に示す．表 4 および図 12 からわかるように，

配管屈曲部における最大相対変位は，ダンパなしの場

合に比べて複合ダンパ( f0 = 12.5 N)取付時で 1/8 程度に，

粘弾性ダンパ取付時で 1/9 程度に低減する．また，実

験結果と計算結果は似た傾向を示しており，計算結果

の妥当性が確認された．なお，複合ダンパの粘弾性材

の最適寸法および最適摩擦力は入力加速度の大きさに

よって異なるが，これらの最適値については次報にお

いて検討する． 

ピン支持てこ式変位拡大機構と粘弾性材を用いた複

合ダンパおよび粘弾性ダンパを開発し，その抵抗力特

性を理論解析と実験によって調べた．また，三次元配

管モデルに対する制振効果を周波数応答実験と解析お

よび地震応答実験と解析によって確かめた．主な結果

は以下の通りである． 

(1) てこ比が 1:2 のてこを二段用いることによって，λ 

= 8.8 の拡大率が得られる．この二段てこ式変位拡

大機構を用いることにより, てこ先端部の変位

（および速度）は入力変位（および速度）のλ倍
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Table 4  Maxima of the responses at the corner of the pipe 
 

Input wave El Centro (1940) NS  3 m/s2 Akita (1983) NS  2 m/s2 
Experiment Calculation Experiment Calculation 

Disp. Accel. Disp. Accel. Disp. Accel. Disp. Accel. 
[mm] [m/s2] [mm] [m/s2] [mm] [m/s2] [mm] [m/s2]

Without the damper 5.97 4.98 5.82 4.82 5.25 4.54 4.92 4.49 
With the compound damper ( f0 = 2.1 N) 0.95 2.90 1.10 2.88 1.10 2.14 1.15 2.07 
With the compound damper ( f0 =12.5 N) 0.85 3.14 0.78 3.06 0.68 2.09 0.53 2.03 
With the VEM damper 0.65 3.88 0.75 3.59 0.58 2.33 0.65 2.28 
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(a) El Centro NS  3 m/s2                   (b) Akita NS  2 m/s2 

Fig.12  Response waves at the corner of the piping 
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Number of cycles 

Room temperature 24℃ 

Number of cycles 
(a)  Maximum resisting force 
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Fig.13  Hysteresis curves of the compound damper

( f0 = 12.5 N) 

に拡大され，その結果粘弾性体のばね力および減

衰力はλ2倍に，摩擦力はλ倍に拡大される． 

(2) 本研究で対象とした 20 Hz 程度までの周波数範囲

内では，本粘弾性体は Maxwell モデルと Voigt モ

デルを並列につないだ四要素モデルで近似できる． (b)  Temperature of the viscoelastic material
(3) 三次元配管モデルの周波数応答実験と解析の結果，

配管屈曲部（ダンパ取付点）の最大たわみは，ダ

ンパなしの場合に比べて複合ダンパ( f0 = 2.1 N)取

付時で 1/6 程度に，粘弾性ダンパ取付時で 1/4 程

度に低減することがわかった． 

Fig.14  Durability of the viscoelastic material

(4) 三次元配管モデルの地震応答実験と解析の結果，

配管屈曲部の最大たわみは，ダンパなしの場合に

比べて複合ダンパ( f0 = 12.5 N)取付時で 1/8 程度に，

粘弾性ダンパ取付時で 1/9 程度に低減することが

わかった． 

(5) 周波数応答実験結果と解析結果および地震応答実

験結果と解析結果は，それぞれ似た傾向を示し，

計算値の妥当性が確認された． 

終わりに，粘弾性材料を提供していただいた住友ス

リーエム株式会社に深謝する次第である．また本研究

は学術振興会科学研究費補助金（基礎研究Ｂ）による

ことを付記する． 

付   録  

粘弾性材の耐久試験  抵抗力測定実験と同じ実験

装置を用い，粘弾性材一枚を金属板で挟んだ試験片を

直接振動台で調和振動させてせん断方向に繰返し変形

を与え，耐久実験を行った．繰返し数と各サイクル毎

の最大抵抗力の関係を図 14(a)に示し，各繰返し数にお

ける粘弾性材の温度を図 14(b)に示す．温度は熱電対を

粘弾性材に埋め込んで測定した．図 14 からわかるよ

うに，最大抵抗力および粘弾性材の温度は 500 サイク

ル程度でほぼ一定になる． 
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